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「地域科学技術政策研究のマ イルス トー ン!?」
1995年2月13日か ら16日にかけて 、神奈川県葉 山町 の湘南国際村セ ンターで 、 「地域科学技術政
策研究国際 ワー クシ ョップ(RESTPOR'95)」を開催 した 。メ インテーマは 「地域 におけ る科学 技術
マ ネジメ ン ト」で 、セ ッシ ョンと しては、(1)経済的 な側面 に着 目 した 「地域 にお けるイ ノベ ーシ
ョン、経済開発 に向けた科学技術 マネジメ ン ト」(セッシ ョン1)と(2)社 会的 な側面 に焦点 を当
てた 「地 域社会 ニーズ への科学技術 の適応」(セ ッシ ョンII)の2つ の セ ッシ ョンを設定 した。
2つのセ ッシ ョンでは、それぞれ14編、12編、計26編(14カ国 、1国 際機 関か ら)の 発 表がな され 、
発表者 も含めて16カ国1国 際機関 か ら122名 の参加 者が得 られた。
発表及 び討議 か ら、重要 と思われた主な項 目・論点は次の とお りである 。
























(c)「 環 境 テ ク ノ ロ ジ ー と 産 業 と の 共 生 」"Eco-technologyandsymbiosiswithindustrジ
ξ
(1)発展 途上 国 も環境 問題や生活 の質の向上 に大 きな関心 … 基本 的フ レーム ワー クの早期構 築を
経済 開発 と環境保護 のバ ランスの問題な ど、地域科学技術政策の社会的 な側面への各 国の関心 の
高 さが伺 われた 。中で も、マ レー シアか らのス ピーカーか ら 「この場で環境テ クノロジー とい う言
葉 の定義 を行 った らどうだ ろうか」 とい う提案 が出るなど、発展途上国の関心の高 さも注 目された。
しか し、それ と同時 に、その発言か らも明確 に分かる とお り、地域社会ニーズ 、生活の 質 、環境 テ
クノロジーとい った用語 自身 につ いて も未 だ共 通の定義が確 立 していない ことか ら、今後 の議論 の
進展のた めにも 、地域科学技 術政 策の社会 的な側面 につ いての基本的なフ レームワー クの早期構築
の必要性 が痛感 された。
(2)地域 毎の研究 ・技術開発(RTD:ResearchandTechnologyDevelopment)ポテ ンシ ャルの計測 と
地域技術 革新 システム(RegionallnnovationSyste狙)の構築 が重要
技術革 新及び経済 開発 に関 しては 、研究 ・技術 開発(RTD)活動を技術革新 ・経済 開発 に結 び付 けて
い くことが重要 で 、その結び 付 きを実現す るための 「地域技術革新 システ ム」の構築 の必要性が強調
された 。地域 間格差 の是正 という観点か らも、また 、地域振興 を通 した国力の増強 とい う観 点か ら
も、さらに、単純 にその地域 の振興 とい う観点か らも、研究 ・技術開発 に根 ざ した地域振興 は重要 な
意 味を持 ってお り、そ の効果 的な実現のための 、地域 毎の研究 ・技術 開発(RTD)ポテ ンシャル の計
測の必要性 も強調 され た。なお 、この計測 については、現在欧 州委員会が野心的 に取 り組んでいる
ほか 、ア イル ラ ン ド、フランスで はすで に実行 に移 されている とい う報告があ った 。
(3)技術 マネジメン ト手法の確立が重要
この点 は 、上記の地域技術革新 システムや 、岩手県八幡平で開催 した前 回のワー クシ ョップ で中
心 的に議論 されたサ イエ ンス&テクノロジーパー クのマネジメ ン トの問題 とも関連するが 、技術 革新
を実現 してい くための ツールのひ とっ として 、技術マ ネジメ ン ト手法の確 立が重要 であ る との指摘
が あ った 。
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また 、今後研 究が進 め られるべ き項 目と して は、以下の三点 が主 な もの としてあげ られ た。
(1)技術革新 の中心 的な要素 である中小企業の研究 ・技術開発 を今後 どう進 めてい くの か。
誰が 、どうい う仕 組みで進め てい くのか 。
(2)情報 ハイウ ェイは地域 にどうい う影響 を与 えるのか 。
研究 ・技術 開発 の観点か ら見 た ときに、情報ハイウ ェイは地域 間格差 の縮小の方向 に寄与す る
のか 、それ とも格差 の拡大 を助長す るよ うに機 能す るのか。
(3)環境 テ クノロジー などの科学技術の多様化(diversificatienofscienceandtechnology)に
ど う対応す るのか 。
なお 、各発表 の内容 については 、 自国の事例報告 的なものか ら新たな研 究パ ラダイムを提案 しよ
うとす る もの まで多岐 に及んでお り、内容豊富 なワー クシ ョップであ った 。その多様 な発表 たちの
中から 、2つ の絵 をここで紹介 したい と思 う。
一つは権 田金治(科学技術政策研究所総括主任 研究官)が示 した ものだが 、科学技術の新 たなパ ラ
ダイムのための フレームを提案 したもので 、生活の質や環境 、医療 ・福祉 など 、科学技術政策の社
会的な側面 を考える際 に重要 になるものであ る。経済軸 と社会軸 を縦横 に とって 、そ こにで きる4
つの領域 に該当する技 術の種類 、その市場特性 、さらには 、領 域間のシフ ト(例 えば 、必要性は広
く認識 されているのだ が市場原理 の働 きに くい環境テ クノロジーをど うや って市場原理が働 くよ う
にするのか とか 、必要性が局所的 と考 えられてお り、かつまた市場 原理が働 きに くい福 祉機器な ど
を どうや って普 及させ市場原理が働 くよ うにす るのか とい った こと)を 規定 してい る要 因 に着 目 し



















































もう一 つは 、T.Higgins(アイル ラン ド、ダブ リン大学教授 、CIRCAGroupEurope社長)が示 した
もので 、前述 した地域毎 の研究 ・技 術開発(RTD)ポテ ンシ ャルの計測手法の一つ と して提 案 した もの
である 。項 目と指標 を表 の縦横 に採 ったマ トリ ックスを作成す るこ とで地域毎のポテ ンシャル 計測








今後の展 開…次 回は欧 州委員会で
本ワー クシ ョップは 、1993年6月に岩手 県八幡平で 開催 した第1回 ワー クシ ョップ に引き続 いて
実施 した ものだが 、次 回の ワー クシ ョップ は欧 州委員会の主催 によ り行われるこ ととな った 。念願
かな って本 ワー クシ ョップの(地 理的な)国 際展 開が実現するわけだが 、このマイル ス トー ンの続




なお 、本 ワー クシ ョップは当初 兵庫県姫路市 での開催 を予定 していたものであ るが 、阪神大震災
の影響 によ り、急遽会 場を変更 して実施す るこ ととした ものである。開催 に当た って多大な協力 を





































































































1.最 近 の 動 き/CurrentTopics








Dr.AshokJain(イン ド国 立 科 学 技 術 開 発 研究 所 長)
Dr.Jeong-Roon(韓国科 学 技 術 院)
DR.JacquesBorde(フラ ンスCNRS戦 略 ・計 画 部 副 部 長)
ニ チ コ フ(ロ シア 科 学技 術政 策 省 国際 協 力局 長)
コマ ル(ロ シ ア科 学 技術 政策 省 科 学 技 術 協 力 調 整 局 日本担 当官)
Dr.JohnE。JankowskiJr。(アメ リカ国 立科 学 財 団)
Prof.ChengLingzhu(中国 ・国 務 院発 展 研 究 中心 国 際 技 術 経 済研 究所 常 務副 所 長)
Dr.ThomasMuhlenbernd(独BASFジャパ ンマ ネ ジ ャー)
Prof.MichelCallon(フラ ンス鉱 山大 学 イ ノベ ー シ ョン研 究所 長)
ll.そ の 他/OtherTopics
○海外 出張












平成5年 度の新規技 術導入契約件数 は3029件とな り、前年度 に比べて195件(6.0%)の減少
で 、その内訳は 、上場 会社 によるもの1673件(2.7%減)、その他1356件(9.8%減)となった。
以下 、特段の断 りが ない場合は、上場会社 による導入件数1673件についての調べ になる。
業 種 分 類 件 数 業 種 分 類 件 数
水産 ・農林 0 精密機器 51
鉱業 3 その他製品 113
建設 36 卸売業 187
食料品 14 小売業 15
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繊維製品 49 銀行 20
パル プ ・紙 0 その他金融 O




石油 ・石炭 7 不動産 0
ゴム製品 19 陸運 0
ガラス ・土石製品 8 海運 0
鉄鋼 38 空運 0
非鉄金属 22 倉庫 ・運輸 O
金属製品 20 通信 19






この うち 、商標のみの契約が139件(総件数369件)あり、これ を除 いた技術的契 約件数 は
1534件(同2660件)とな った 。
(2)地域別導入状況
平成5年 度の新規技術導入契約件数 を地域別 にみ ると、北 アメ リカが1199件(総件数2082件)
で 、全体の7i.7%(総件 数68.7%)を占めて いる。次いで 、ヨー ロ ッパ が440件(同822件)、アジ
アが22件(同95件)とな っている。
アジアか らの導入は他地 域か らに比べ て、上場会社 の導入が少ない 。
(3)国別導入状況
導入件 数を相手 国別 にみ る と、アメ リカが1173件(総件数1985件)で全体 の70.1%(総件数
65.5%)を占めている。次 いで、イギ リスが135件(同195件)、ドイツが86件(同147件)、フラ ン
スが68件(同161件)と続 いてお り、これ ら上位4カ 国で全体の87.4%を占めている 。
フラ ンスにつ いては上場企業の 占める割合が他 国に比べ て、少な いことがわか る。
(4)特許 関連契約
特許権 を伴 う契約は470件(総件数703件)で、全体の28.1%(同23、2%)を占めてい る。
業種でみてみ ると電気機器216件、化学52件、輸送用 機器30件、機械24件となる 。
(5)ノウハ ウ関連契約
ノウハ ウを伴 う契約 は1328件(総件数2382件)で、全体 の79.4%(同78.6%)を占め ている。
業種でみてみ ると電気機 器536件、卸売 業144件、化学92件、機械84件となる。
(6)商標 関連契約
商標 を伴 う契 約は307件(総件数709件)で、全体の18.4%(同23.4%)を占め ている 。
業種 でみてみ る と電気機器64件、卸売業59件、その他 製品55件、繊維製品28件となる。
特許 、ノウハ ウ 、商標 の三つ をみ ると上 場企 業以外 は 、商標 のみ及び商標関連の導入が多い 。
(7)先端技術 分野 の導 入傾 向
導 入技術 の中で、先端的 な分野 と して 、電子 計算機(ソ フ トウェア、ハー ドウ ェア)、 半
7
導体 、原子 力 、航空 ・宇 宙 、医薬品 、バ イオテ クノロ ジーの7分 野につ いての導入状況を
み ると電子計 算機 ソフ トが多業種で導入 されてお り、技術 の導 入 に何 らかの形で ソフ トが
欠かせ ない ものにな っている事が読み取れる 。
他は 、半導体87件、ハー ドウ ェア54件、原子 力50件、医薬 品48件、航空宇宙29件、バ イオ
テ クノロジ一戸ーi2件とな っている。
(8)国別 の先端技 術導入件数
ここでは 、主要 国での先端技術導入件 数 を調べ てみ る 。
O内 は 、総件数で調べた場合 の件数

































アメ リカか らの ソフ トが圧倒 的に多 いが 、総件数 との比較 でみる と、ソフ トウ ェアは上場
会社以外の導入が多い事が 目につ く。
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